
ディスカッションに向けた論点整理

日本銀行決済機構局
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決済の未来フォーラムデジタル通貨分科会
中央銀行デジタル通貨を支える技術（第3回会合）

セッション1「デジタル通貨とプログラマブル性」
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他の情報システム

デジタル通貨における追加サービスの役割

① デジタル通貨が備える機能を拡張することで、ユーザがデジタル通貨をより便利に
利用できるようになる

② 他の情報システムとの連携を支え、様々な情報サービスとデジタル通貨の組合わせ
による新たなサービスが実現できるようになる
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追加サービス実現のポイント

→「プログラマブル性」というキーワードへの期待
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デジタルサービスとの親和性
デジタル通貨のコア機能をプログラム的に呼び出すことができ、
金融/非金融、toB/toC等様々な領域で追加サービスを実現できること

コア機能との疎結合性
デジタル通貨のコア機能の仕様が追加サービス提供の制約にならず、
追加サービスがコア機能に影響を及ぼすことがないようにすること

将来に渡る柔軟性
現時点では想定されない将来的な追加サービス提供のニーズにも対応できる、
高い自由度・拡張性を備えること



プログラマブル性の具体例

プログラム実装可能領域の提供
• デジタル通貨システム上に追加機能をプログラムできる
領域を設け、追加サービス事業者に提供する形態。

• 決済インフラ自体にプログラムを埋め込む方式であり、
分散型台帳においてスマートコントラクトやプログラマブ
ル・マネーと呼ばれる手法。

• デジタル通貨システムと追加サービスが垂直統合的になり、
運営主体と追加サービス事業者の役割分担が不明確になる
可能性。

API (ApplicationProgramming Interface)の公開
• デジタル通貨システムが、追加サービスに必要なAPIを
公開する形態。

• デジタル通貨システムと追加サービスの境界が整理され、
運営主体と追加サービス事業者の役割分担が明確。

• 多様な追加サービスの要請に応えるために、柔軟性のある
API公開が検討される必要。
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ディスカッション・パート

DXとスマートコントラクト

プログラマブル性とその実現方法

CBDCとプログラマブル性
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